
③純資産変動計算書

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首資産残高 21,464,199 4,686,616 22,171,053 △ 5,360,588 △ 32,882

純経常行政コスト △ 7,831,369 △ 7,831,369

一般財源

地方税 2,565,297 2,565,297

地方交付税 2,408,156 2,408,156

その他行政コスト充当財源 912,752 912,752

補助金等受入 2,117,327 396,036 1,721,291

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

損失補償等引当金 0 0

その他の臨時損益 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 0 202,368 △ 202,368

公共資産処分による財源増 0 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 138,147 △ 138,147
貸付金・出資金等の回収などによる財源増 0 0 △ 132,544 132,544

減価償却による財源増 0 △ 144,949 △ 780,234 925,183 0

地方債償還に伴う財源振替 0 140,649 △ 140,649

資産評価替えによる変動額 △ 6,686 △ 6,686

無償受贈資産受入 0 0

その他 22,962 0 381,194 △ 358,232 0

期末純資産残高 21,652,638 4,937,703 22,120,633 △ 5,366,130 △ 39,568

貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計上し、一年間でどのように変動したのかを示しています。

純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われる以外の収入（税収や国・県からの補助金等）があ
り、減少要因には、行政コスト計算書で算出される純経常行政コストや災害復旧等で臨時的に必要となった支出
等が計上されています。

純資産が前年度よりも増加した場合は、負債の増加より資産の増加の方が多かったことを示しています。逆に純
資産が減少した場合は、行政コストが多くかかっていたり、資産の増加より負債の増加が多かったことを示していま
す。

純資産変動計算書
（自 平成27年4月1日  至 平成28年3月31日）

（単位：千円）



④資金収支計算書

（単位：千円）
1 1  経常的収支

人件費 1,389,762
物件費 1,447,853
社会保障給付 2,024,250
補助金等 990,162
支払利息 113,494
他会計等への事務費等充当財源繰出支出 805,545
その他支出 82,726
支出合計 6,853,792 2  公共資産整備収支
地方税 2,576,012
地方交付税 2,408,156
国県補助金等 1,721,225
使用料・手数料 114,978
分担金・負担金・寄附金 172,171
諸収入 212,114
地方債発行額 375,267
基金取崩額 84,696 3  投資・財務的収支
その他収入 654,612
収入合計 8,319,231

経常的収支額 1,465,439

2
公共資産整備支出 1,039,004
公共資産整備補助金等支出 39,157
他会計等への建設費充当財源繰出支出 42,707
支出合計 1,120,868
国県補助金等 396,036
地方債発行額 460,000
基金取崩額 47,650
その他収入 76,969
収入合計 980,655

公共資産整備収支額 △ 140,213

3
投資及び出資金 0 ※1  一時借入金に関する情報

貸付金 0 ①

基金積立金 217,692
定額運用基金への繰出支出 69 ②

他会計等への公債費充当財源繰出支出 314,260
地方債償還額 792,175 ③

支出合計 1,324,196
国県補助金等 66
貸付金回収額 0 ※2基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

基金取崩額 0 収入総額 9,379,232 千円

地方債発行額 0 繰越金 △ 78,201 千円

公共資産等売却収入 0 地方債発行額 △ 835,267 千円

その他収入 1,079 財政調整基金等取崩額 0 千円

収入合計 1,145 支出総額 △ 9,298,856 千円

投資・財務的収支額 △ 1,323,051 地方債元利償還額 905,492 千円

財政調整基金等積立額 79,614 千円

0   基礎的財政収支 152,014 千円

2,175
137,576
139,751

翌年度繰上充用金増減額
当年度歳計現金増減額
期首歳計現金残高
期末歳計現金残高

支出には基金への積立額や公債の償還額が、収入
には公債の発行による収入や貸付金の回収額等が
計上されています。

公共資産整備収支の部

投資・財務的収支の部

資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれて
いません。

平成27年度における一時借入金の借入限度額は
2,000,000千円です。

支払利息のうち、一時借入金利子は177千円です。

貸借対照表の現金が一年間でどのように変化したのかを表しています。現金の使いみちにより3つの区分に分
け、どのような行政活動にいくら使ったのかが分かります。

資金収支計算書
（自 平成27年4月1日  至 平成28年3月31日）

経常的収支の部
行政サービスの提供で必要となる人件費や物件費
などの支出と税収などによる収入が計上されていま
す。

道路や施設の取得のために支出した金額とその財
源となった公債や補助金が計上されています。


